
ALPS処理⽔の海洋放出におけるモニタリングについて

令和５年５⽉２９⽇
廃炉・汚染⽔・処理⽔対策チーム事務局



1

＜ご説明する内容＞
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4. 流通事業者の⽅々からの御意⾒を踏まえた対応
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トリチウム以外の核種を
規制基準以下に確実に浄化

さらに100倍以上に希釈し、
• トリチウム濃度を1,500

ベクレル/L未満に ※2

• トリチウム以外の核種を
規制基準の1/100以下に

※１ 各段階の測定について、IAEAなどの第三者機関も測定し、客観性を確保。
※２ 規制基準の1/40、WHO飲料⽔基準の約1/7。2015年以降、海洋放出中のサブドレンの⽔の濃度と同じ。

安全性を確保したＡＬＰＳ処理⽔の処分⽅法

処分時のトリチウム総量は、
年間２２兆ベクレル未満

（事故前の管理目標と同じ）。

放出後も、モニタリングにより
海域や水産物のトリチウム濃度

などを確認
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放出前に、ALPS処理水に含まれる放射性
物質が規制基準を下回ることを確認 ※１



4

ALPS処理⽔の分析（ソースモニタリング）に向けた取組
 東京電⼒は、2023年1⽉16⽇以降、⼯事が終了した設備から順次、原⼦⼒規制委員会による使

⽤前検査を受検。放出前にALPS処理⽔の放射性物質を測定するための設備（測定・確認⽤設
備）は、同年3⽉15⽇に使⽤前検査終了証を受領し運⽤開始。

 これを受け、測定・確認⽤タンク内のALPS処理⽔の分析を⾏うため、３⽉27⽇、東京電⼒は、経
済産業省や地元⾃治体の職員等の⽴ち合い・確認の下、測定・確認⽤設備からALPS処理⽔の採
⽔を実施。今後、分析結果を公表予定。



①IAEAの研究所
②第三国の研究所

分
析

分
析

分
析

分
析

専⾨性を有する第三者
JAEA ⼤熊分析研究センター 分

析

 放出前のALPS処理⽔中の放射性物質については、東京電⼒による分析に加え、国やIAEAが、第三
者として独⽴した分析を実施することで、データの客観性を徹底的に確保します。

 原⼦⼒規制庁においても、既に独⽴した⽴場から東京電⼒の分析結果の確認が⾏われています。

第三者による確認（ソースモニタリング）

ALPS処理⽔の分析主体
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１．前処理

第三者（JAEA）による測定・分析
 ⽇本原⼦⼒研究開発機構（JAEA）が第三者としてALPS処理⽔の測定・分析を実施。

●ALPS処理⽔に含まれるトリチウム濃度の測定
●トリチウム以外の放射性物質が規制基準未満の濃度であることの確認

 現在、東京電⼒と同じ時期に採取したALPS処理⽔を⽤いて、測定・分析作業を実施中（放出ま
でに結果公表）。また、JAEAのHPに、特設ページを開設し、分析⼿順等についての情報を発信。

 今後、測定結果についても、Webサイト等を通じ情報を発信。
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＜ALPS処理⽔の分析の⼿順の例（トリチウム濃度の測定）＞

「前処理操作」にて、測定
の妨害となる不純物を除
去します。

トリチウムが放出する
ベータ線を液体シンチ
レーションカウンタで測
定します。

液体シンチレーションカウンタ

測定結果を基準値と照ら
し合わせて、良否を判断
するとともに、データの傾向
を確認します。

３．評価２．測定

蒸留装置の例



 2022年10⽉、IAEA関係者が、東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所を訪問し、ALPS処理⽔のサ
ンプル採取に⽴ち会った（※2022年2⽉及び3⽉に続き３度⽬）。

 東京電⼒が⾏う分析を検証するために、IAEAの研究所及び第三国の研究所において同サンプル
の中の放射性物質の分析が⾏われており、その結果はIAEAから報告書として公表される予定。

 また、モニタリングデータの国際的な信頼性・透明性向上のための取組として、分析機関間⽐較を
2014年から実施。

 2022年11⽉には、IAEAの研究所の専⾨家に加え、更なる透明性向上の観点から、韓国を含む
分析機関の専⾨家も来⽇し、試料採取及び前処理を確認。

 2022年12⽉には、「IAEAによる独⽴したサンプリング、データの裏付け及び分析活動の状況」に
関する報告書を公表。今後、分析結果に関する報告書を公表。
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＜ALPS処理⽔サンプル採取の模様＞ ＜試料採取・前処理の模様＞
海⽔試料採取 海底⼟試料採取・前処理 ⽔⽣⽣物試料採取・前処理

IAEAによる評価
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海域でのモニタリング

 福島第⼀原⼦⼒発電所事故で環境中に放出された放射性物質を計画的に確認するために、原⼦⼒
災害対策本部の下にモニタリング調整会議を設置し、総合モニタリング計画を策定。

 当該計画に基づき、関係省庁や地⽅公共団体、原⼦⼒事業者等が連携して、放射線モニタリングを
実施している。

【対象核種】 ※試料に応じて策定
セシウム、ストロンチウム、トリチウム 等

＜モニタリング計画の主なポイント＞

試料①︓海⽔

試料②︓⽔産物
海洋⽣物試料③︓海底⼟

令和４年度における取組
①放出開始前のモニタリングの開始
②放出開始直後のモニタリングの強化・拡充についての具体化 9
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国による海⽔トリチウムモニタリングの結果①（2022年度末時点）
【環境省による海⽔のトリチウム分析結果︓2022年度に計4回、それぞれ30測点】
 直近の分析では、検出下限値未満〜0.14 ベクレル/L の範囲
→過去の傾向と異なる特別な変化はなかった（2022年度の調査では、いずれも⼤きな差は⾒られず）

（※調査地点）
福島県沿岸の28測点（ALPS処理⽔放出⼝予定箇所から3km圏内の
14測点及び3km圏外の14測点）、
宮城県沿岸南部の1測点、茨城県沿岸北部の1測点
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国による海⽔トリチウムモニタリングの結果②（2023年1⽉時点）

【原⼦⼒規制委員会による海⽔のトリチウム分析結果】
 過去の傾向と異なる特別な変化はなかった

＜近傍海域＞ ＜沖合海域（30㎞〜50㎞）＞ ＜沖合海域（50㎞〜）＞

採取時期等 放射性物質濃度
（ベクレル/L）

２０２２．５
表層 ０．０４２～０．０８５

底層 ０．０８２～０．１０

２０２２．８
表層 ０．０６６～０．０９６

底層 ０．０６１～０．０８０

２０２２．１１
表層 ０．０５３～０．０７８

底層 ０．０５７～０．０８５

２０２３．１
表層 ０．０４４～０．０８１

底層 ０．０４５～０．０７８

採取時期等 放射性物質濃度
（ベクレル/L）

２０２２．５ 表層 ０．０４１～０．０７８

２０２２．８ 表層 ０．０６７～０．０９５

２０２２．１１ 表層 ０．０３９～０．０９３

２０２３．１ 表層 ０．０３４～０．０８７

採取時期等 放射性物質濃度
（ベクレル/L）

２０２２．４ 表層 ０．１２～０．１５

２０２２．５ 表層 ０．０７６～０．１２

２０２２．６ 表層 ０．１３～０．２１

２０２２．７ 表層 ０．１４～０．２１

２０２２．８ 表層 ０．０８３～０．１１

２０２２．９ 表層 ０．０７１～０．１６

２０２２．１０ 表層 ０．０８１～０．１４

２０２２．１１ 表層 ０．０８７～０．１４

２０２２．１２ 表層 ０．０５３～０．１２

２０２３．１ 表層 ０．０３７～０．０５２



（参考）海⽔中のトリチウムのモニタリングデータの捉え⽅①（東京電⼒の公表データを⽤いて）

 例えば、以下のような点が⼀つの⽬安。
①放出前の測定値の範囲と⽐較して、放出後の測定値が、⼤きく逸脱していないかどうか。
②⽇本全国でのトリチウム濃度の変動幅の範囲内にあるかどうか。
③海⽔の測定値が飲料⽔基準（10000ベクレル/㍑）を確実に下回っているかどうか。
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※⽣体濃縮︓⽣物の体内に取り込まれた放射性物質が排出されず、⾷物連鎖で上位の⽣物に⾷べられることを繰り返すと、その物質は濃縮されること。

（東京電⼒によるモニタリング結果より）
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（参考）トリチウムのモニタリングデータの捉え⽅②（東京電⼒の公表データを使って）

 ⿂類のトリチウム濃度についても、トリチウムの⽣体濃縮は確認されていないことから、海域中のトリチウ
ム濃度でも⼀定の評価が可能。例えば、以下のようなデータを評価に活⽤することも⼀案。
①過去１年間の測定値で変化は⾒られていない。
②⿂類の組織⾃由⽔型トリチウム濃度については、海⽔濃度と同程度で推移している。

（2018年4⽉〜2020年3⽉の測定値︓０．０６〜０．１ベクレル/㍑）

*1︓組織⾃由⽔型のトリチウムとは、動植物の組織内に⽔の状態で存在し、⽔と同じように組織外へ排出されるトリチウム。
*2︓有機結合型のトリチウムとは、動植物の組織内のタンパク質などに有機的に結合して組織内に取り込まれ、細胞の代謝により組織外へ排出されるトリチウム。
*3︓2019年4⽉〜2022年3⽉の変動範囲 ⿂類トリチウム濃度（組織⾃由⽔型） 0.064 Bq/L 〜 0.13 Bq/L

※有機結合型トリチウムは全て検出下限値未満であり、各点は検出下限値を⽰す。
総合モニタリング計画における有機結合型トリチウムの検出下限値は0.5 Bq/Lとなっている。

（東京電⼒によるモニタリング結果より）
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放出開始直後の集中モニタリングについて

 2023年3⽉に総合モニタリング計画を改定。
 測定頻度は、季節的な変化を鑑み、年4回を基本とするが、⾵評対策の観点から、特に放出直後に

おいては、「分析の頻度を増やしてほしい」「測定結果をすぐに⽰し、⽔産物に問題がないことを発信
してほしい」といった声をいただいていた。そうした声を踏まえ、放出開始直後に海域・⽔産物モニタリン
グ体制を強化し、「集中的なモニタリング」を実施すべく、下記のような検討を⾏ったところ。

【放出開始直後の集中モニタリングの⽅向性のイメージ】
①従来の分析（精密分析）の分析頻度の強化
②従来の分析（精密分析）に加え、迅速分析の実施

従来の分析⼿法（精密分析） 迅速測定

【強化ポイント①】
精密分析の分析頻度の強化
⇒3測定において年4回から⽉1回に

【強化ポイント②】
迅速分析の実施（海域・⽔産物ともに）
⇒⼯程の⾒直しや検出下限値の引き上げによ

り、迅速に結果が出る測定法を実施。海⽔
は標準で1週間前後、⽔産物は翌⽇⼜は
翌々⽇で結果が出るように。従来の総合モニタリング計画で実施

されていた測定
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従来の分析（精密分析）の増加
 現在、総合モニタリング計画で測定されている⼀部の測点において、測定頻度を増加。

①漁業権設定区域との境界の3測点において、測定頻度を年4回から⽉1回に増加して実施。
※放出開始３か⽉後を⽬途に頻度等を⾒直し。

②測点がまばらだった放⽔⼝から 10〜50km の海域に新たに4測点追加。

【広域図】

30km

10km
5km

50km

30km

50km

【拡⼤図】

︓原⼦⼒規制委員会の測点
︓福島県の測点

︓環境省の既存測点
︓環境省の新規追加測点

表層のみ

表層のみ

E-S2

双
葉
町

⼤
熊
町

3km

1km

2km

1km

3km

2km

E-S2
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迅速分析の考え⽅（海域）

 処理⽔の影響を確認する上で、⽀障がない範囲内で、簡易的な公定法の採⽤や検出下限値の引
き上げ等により、分析期間を短縮。
 通常の測定では、蒸留後に電気分解して濃縮した上で測定する（電解濃縮法）のに対し

て、迅速測定では、蒸留後に測定を実施する（蒸留法）ことで、分析期間を短縮。
 蒸留法における検出下限⽬標値は10Bq/L（電解濃縮法では0.1Bq/L）とする。
 ⾼頻度の実施を重視し、測定対象や測点数などは絞って実施（採⽔範囲を放⽔⼝の⽐較的

近傍に限定）

【電解濃縮法と蒸留法】

蒸留（精製）

電解濃縮

蒸留（精製）

測定

海⽔に含まれる
不純物を除去

電解濃縮によりトリチ
ウムを濃縮した上で、
不純物を除去

検出下限⽬標値︓10Bq/L 検出下限⽬標値︓0.1Bq/L

海⽔

処理⽔の影響を確認
する上で、⼗分な分析
（処理⽔の濃度よりも
低いレベル）が可能

※蒸留にかける時間
と検出下限⽬標値は
トレードオフ

より⾼い精度（バックグ
ラウンドレベルでの確
認）での分析が可能



迅速分析の測定ポイント（現時点案）
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【広域図】

30km

10km
5km

50km

30km

50km

【拡⼤図】

双
葉
町

⼤
熊
町

3km

1km

2km

1km

3km

2km

5km

5km

︓定点で測定する測点

︓ローテーションで測定
する測点（例⽰）

①週１回、10測点程度において測定。
②漁業権設定区域との境界の3測点においては毎回測定。

加えて沿岸の20測点程度においては概ね2〜3週ごとに測定されるようローテーションして実施。
※放出開始３か⽉後を⽬途に頻度等を⾒直し。



【広域図】

今年度の海域でのモニタリング計画 ポイント①

放⽔⼝から10km程度離れると、放出前と区別がつかないと
考えられることから、 10kmの範囲内を多めに測定。
⇒ の測点において海⽔中トリチウムを測定【環境省実施】

（ は海⽔浴場において海⽔中トリチウムを測定）

念のため、20km以上離れた海域や、宮城県沖南部、
茨城県沖北部でも測定。
⇒ の測点において海⽔中トリチウムを測定

【原⼦⼒規制委員会実施】

⽔産物モニタリングでは、令和４年度から、東⽇本の太
平洋側（北海道〜千葉県）で、年間約200検体のト
リチウムを測定。これに加え、検出下限値を10Bq/L程
度とし、翌⽇⼜は翌々⽇に結果を得られる迅速分析法
（180検体）を実施。

ポイント１

ポイント２

ポイント３
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【拡⼤図（半径3km）】
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今年度の海域でのモニタリング計画 ポイント②

測定頻度
• 季節的な変化を考慮し、年4回を基本
• ただし、放出開始後当⾯の間は測定の頻度を⾼める

- の測点において、追加的に⽉１回測定
- 速報のために、期間を短縮した分析を実施
（10測点程度で最⼤週１回測定）

ポイント４

ポイント5
念のため、海⽔中のトリチウム以外にも以下の測定を実施
【環境省実施】
• 主要７核種（セシウム、ストロンチウム等）︓年４回、

の測点で実施
• 更に幅広い核種︓年１回、 の測点で実施

- 放出開始後当⾯の間は、最⼤週1回ガンマ線の測定を実施
• ⽔⽣⽣物︓年４回

- ⿂類のトリチウム（組織⾃由⽔型・有機結合型）、
炭素14の測定（漁業権設定区域との境界付近で実施）

- 海藻類のヨウ素129の測定（請⼾漁港、富岡漁港で実施）
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（参考）海域でのモニタリング ③（東京電⼒によるモニタリングの強化）
 東京電⼒もALPS処理⽔の放出の実施主体として、海域のモニタリングを強化。
 発電所近傍、福島県沿岸において海⽔、⿂類のトリチウム測定点等を増やし、測定を開始。

【東京電⼒の試料採取点】
︓検出下限値を⾒直す点(海⽔)

︓新たに採取する点(海⽔)
︓頻度を増加する点(海⽔)
︓セシウムにトリチウムを追加

する点(海⽔，⿂類)
︓従来と同じ点(海藻類)
︓新たに採取する点(海藻類)

図1. 発電所近傍
（港湾外2km圏内）

図2. 沿岸20km圏内

︓⽇常的に漁業が⾏われて
いないエリア※

東⻄1.5km 南北3.5km
※︓共同漁業権⾮設定区域

◆T-A1

◆T-A2

◆T-A3

放⽔⼝

2km圏内

※図1について、2022年3⽉24⽇公表の海域モニタリング計画から、T-A1, T-A2, T-A3の表記、位置について総合モニタリング計画の記載に整合させて修正

20km圏内
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＜ご説明する内容＞
1. ALPS処理⽔の分析（ソースモニタリング）
2. 海域モニタリング計画
3. 測定結果の分かりやすい公表に向けた取組
4. 流通事業者の⽅々からの御意⾒を踏まえた対応



測定結果の分かりやすい公表に向けて

【カイゼンの⽅向性】
①各測定主体の測定結果を⼀つのサイトに集約して、地図上に記載。
②より多くの⼈の⽬につくよう、各機関のＨＰのトップページにリンクを記載。
③地図上の情報量は限定、詳細な結果は各測点をクリックすることで表⽰。
④閲覧者が測定値がもつ意味を理解する際の補助となる、⽐較参考値を併せて表⽰。

【従来のモニタリングデータの情報発信に対する御意⾒】
 どこにアクセスすれば良いかがわからない
 測定主体毎に公表しているので、それぞれを個別に閲覧しなければならない
 政府や東京電⼒のＨＰ上のどこを閲覧すればいいのかわからない
 測定結果が●ベクレル/㍑と数値のみの表⽰のため、安全な数値か⼀⾒して理解できない

⼿軽に⼀覧でき、理解しやすい公表スタイルに⾒直すことが必要

【これまでのモニタリングシンポジウムでお⽰しした取組】
 東京電⼒による「海域モニタリング」「トリチウムの分析⽅法」「海洋⽣物の飼育試験」などの情報を

わかりやすくまとめて情報発信
 環境省・経産省のHPにおいて、各省・機関等の分析結果を分かりやすく確認できるサイトの検討 22



モニタリング結果の分かりやすいＨＰ（環境省）
 環境省・原⼦⼒規制委員会・福島県の海域モニタリング結果を分かりやすく確認できるサイトを⽴ち上げ。
 結果の意味を理解する⼿助けとなるよう、トリチウムに関する指標値等も掲載

指標の掲載部分 マップにモニタリング分析結果を表⽰

HPはこちら

23



わかりやすいＨＰ イメージ（経済産業省）

 経済産業省では、東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所近傍海域のトリチウムモニタリング結果を⼀⽬で
わかるマーク形式で表⽰するサイトを近⽇公開予定。

 詳細データや広域の結果についても、各省・東京電⼒のHPを確認いただけるよう、リンクを掲載予定。

24

※今後修正有り



リアルタイムの情報発信（東京電⼒）
 東京電⼒では、「処理⽔ポータルサイト」にて、「海域モニタリング」「トリチウムの分析⽅法」「海洋⽣物の

飼育試験」などの情報をまとめてわかりやすく発信中（英・韓・中（繁体字・簡体字）でも発信中）。
 放出の際には、放出中の各種情報（処理⽔の流量、トリチウム濃度、放出量等）をリアルタイムで発

信するHPを開設し公開する予定。

25

※数値は仮値

W e b サ イ ト の イ メ ー ジ



＜ご説明する内容＞
1. ALPS処理⽔の分析（ソースモニタリング）
2. 海域モニタリング計画
3. 測定結果の分かりやすい公表に向けた取組
4. 流通事業者の⽅々からの御意⾒を踏まえた対応
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 4⽉24⽇、太⽥経済産業副⼤⾂出席の下、⼩売関係の業界団体５団体（※）と、経済産業省福島復興推進グ
ループ及び商務・サービスグループ等の担当部局からなる「ＡＬＰＳ処理⽔の処分に係る⾵評対策・流通対策連絡
会」（第2回）を開催。
（※）全国スーパーマーケット協会、⽇本スーパーマーケット協会、⽇本チェーンストア協会、⽇本ボランタリーチェーン協会、オール⽇本スーパーマーケット協会

 ⼩売業界から「ALPS処理⽔の海洋放出が開始された後も、三陸常磐ものをこれまでどおり取り扱っていきたいと考
えています」という考え⽅をお⽰しいただくとともに、政府の対策について要望いただいた。

ALPS処理⽔の処分に係る⾵評対策・流通対策連絡会

27

1．⼩売業界としての考え⽅
「⼩売業界としては、これまでも、そしてこれからも被災地域の⽣産者を応援するものであり、ALPS処理⽔の海洋放出が開始された後も、
三陸常磐ものをこれまでどおり取り扱っていきたいと考えています。」との考え⽅が⽰された。

＜連絡会のポイント＞

2．対策の要望
国としても、全国の消費者の皆様が安⼼感を持ってお買い求めいただける環境に向けて、以下のよう
な対策をしっかりと⾏っていただくよう、要望があった。
• 国際機関等の第三者による安全性の厳格な確認や、放出開始前後にわたるトリチウムを含む

モニタリング結果の公表を⾏うとともに、引き続き現⾏の⽔産品の検査体制に万全を期すこと
• こうした安全性について、リーフレットやQ&Aなど統⼀的な説明資料の作成、事実と異なる主張・

情報発信を防ぐための様々なチャネルを活⽤した積極的な情報提供をはじめとして、幅広い消費
者・国⺠に対して、分かりやすく正しい情報発信を続けること

• ⼩売業が紹介できる対応窓⼝を設置し、消費者をはじめとする国⺠の様々な疑問に丁寧にお答
えすること

⇒太⽥副⼤⾂から、①IAEAに安全性を厳しく確認いただいており、今後取りまとめられる包括報告
書などについても、透明性⾼く発信すること、②関係機関と連携し、客観性・透明性・信頼性の⾼
いモニタリングと分かりやすい結果発信に努めること、③リーフレットやQ&A を作成するとともに、消
費者から問い合わせを受けた際に紹介いただける窓⼝も⽤意したこと、④流通事業者に直接、現
場の安全性確保の取組を確認いただくための視察勉強会も企画していること等について、説明。



 海外のスーパーマーケットや外⾷産業といった⽇本産⾷品を扱う取引先の状況や、各国・地域で起こり
うる（起きている）影響をお聞きするとともに、意⾒交換を⾏い、政府が講じる対策に反映させること
を⽬的に、「ALPS処理⽔の処分に係る輸出産品の⾵評影響連絡会」を設置。第1回を令和４年12
⽉20⽇、第２回を令和５年３⽉７⽇に開催。連絡会で頂いた御要望を踏まえ、輸出関連事業者の
皆様に活⽤いただけるリーフレットを作成。
参加企業︓JFCジャパン株式会社、株式会社ヤマナカ、株式会社マール、株式会社フィッシャーマン・ジャパン・マーケ

ティング（東北・⾷⽂化輸出推進事業協同組合）、株式会社三陸コーポレーション、滝川地⽅卸売市
場株式会社、Wismettacフーズ株式会社

連絡会の様⼦（対⾯＋オンライン開催）

28

作成したリーフレット（⽇本語・英語）

ALPS処理⽔の処分に係る輸出産品の⾵評影響連絡会の設置



① ALPS処理⽔の放出に当たっては、放出前の測定により、含まれる放射性物質の
濃度が規制基準を確実に下回っていることを、第三者の関与の下で徹底的に確
認します。

② 安全性を確保した海洋放出では、放出前の希釈と海中での拡散により、海域での
放射性物質の濃度は極低濃度となります。強化したモニタリング計画に基づきそれ
らの値を測定し、結果を分りやすく⼀元的に公表します。特に、放出開始直後は、
分析期間を短縮し、迅速な測定・公表を⾏います。

③ 海洋放出の状況をリアルタイムでお⽰しするホームページの開設など、分かりやすい
情報発信の取組を強化します。

まとめ

東京電⼒HP
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経済産業省HP JAEAHP
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